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中学生英語力向上サポート事業費補助金交付要綱 

  

（趣旨） 

第１条 山梨県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は，中学生の英語力の水準や，英

語学習に対する意識・意欲の向上を図るため，市町村（市町村の一部事務組合を含む。）教育

委員会（以下「補助事業者」という。）が実施する中学生の外部検定試験事業に要する経費に

対し，予算の範囲内で補助金を交付するものとし，その交付に関しては，山梨県補助金等交

付規則（昭和 38 年山梨県規則第 25 号。以下「規則」という。）に規定するもののほか，この

要綱の定めるところによる。 

 

（交付の対象） 

第２条 教育長は，補助事業者が補助事業を実施するために必要な経費のうち，補助金の対象

として教育長が認める経費（以下「補助対象経費」という。）について，予算の範囲内で補助

金を交付する。 

 

（補助対象経費及び補助率） 

第３条 本事業に係る補助対象経費及び補助率は，別表に掲げるとおりとする。 

 

（補助金等交付申請書及び添付書類の様式，提出期限） 

第４条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は，補助金交付申請書（様式第１号）に必

要関係書類（様式第１号の２）を添えて，別に定める日までに，教育長に提出しなければな

らない。 

 

（補助金交付決定の通知） 

第５条 教育長は，前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは，これを審査の

上，適当と認められる場合は，速やかに交付の決定を行い，補助事業者に補助金交付決定通

知書（様式第２号）により通知する。 

 

（申請の取下げ） 

第６条 補助金の交付決定を受けた補助事業者は，交付決定の内容又はこれに付した条件に対

して不服があることにより，補助金交付の申請を取り下げようとするときは，交付決定の通

知を受けた日から 20 日以内にその旨を記載した書面を教育長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第７条 補助金交付の条件は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 補助事業に要する経費又は補助事業の内容の変更（別表に定める軽微な変更は除く。）を

しようとするときは，変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を提出し，教育長の

承認を受けること。 

(2) 補助事業を中止し，又は廃止しようとするときは，変更（中止・廃止）承認申請書を提
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出し，教育長の承認を受けること。 

 (3) 補助事業が予定期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂行が困難となった

場合においては，速やかに教育長に報告してその指示を受けること。 

２ 教育長は，前項第 1 号の承認をする場合において，必要に応じ交付決定の内容を変更し，

又は条件を付することができる。 

 

（状況報告及び調査） 

第８条 教育長は必要があると認めるときは，補助事業者に対し，補助事業の遂行及び支出状

況について報告を求め，又はその状況を調査することができる。 

２ 補助事業者は，前項の要求があったときは，事業遂行状況報告書（様式第４号）に中間報

告書（様式第４号の２及び３）ほか必要関係書類を添えて，教育長に報告しなければならな

い。 

 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は，当該事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して１

箇月を経過した日又は交付決定をした年度の翌年度の４月 10 日のいずれか早い期日までに，

事業実績報告書（様式第５号）に必要関係書類（様式第５号の２及び３）を添え，教育長に

提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第 10 条 教育長は前条の報告を受けたときは，報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調

査等を行い，その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定の内容（第７条に基づ

く承認をした場合は，その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたとき

は，交付すべき補助金の額を確定し，補助金確定通知書（様式第６号）により，補助事業者

に通知するものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第 11 条 教育長は，第７条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げる場合

には，第５条の交付決定の全部若しくは一部を取り消し，又は変更することができる。 

(1) 補助事業者が，規則，その他の法令若しくはこの要綱又はこれに基づく教育長の処分若

しくは指示に違反した場合 

(2) 補助事業者が，補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

(3) 補助事業者が，補助事業に関して不正，怠慢，その他不適当な行為をした場合 

(4) 交付の決定後に生じた事情の変更等により，補助事業の全部又は一部を継続する必要が

なくなった場合 

２ 教育長は，前項の取消しをした場合において，既に当該取消しに係る部分に対する補助金

が交付されているときは，期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとす

る。 

３ 教育長は，前項の返還を第１項第１号から第３号までの理由により命ずる場合には，その
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命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて，年利 10.95％の割合で計算

した加算金の納付を合わせて命ずるものとする。 

４ 第２項に基づく補助金の返還期限については，当該命令のなされた日から 20 日以内とし，

期限内に納付がない場合には，未納に係る金額に対して，その未納に係る期限に応じて年利

10.95％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 
 

（補助金の交付方法） 

第 12 条 補助金は，精算払いとする。 
 

（補助金の経理） 

第 13 条 補助事業者は，補助事業についての収支簿を備え，他の経理と区分して補助事業の収

入額及び支出額を記載し，補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は，前項の支出額について，その支出内容を証する書類を整備して，前項の収

支簿とともに補助事業を中止又は廃止した日あるいは完了した日の属する年度の終了後５年

間保存しなければならない。 
 

（その他） 

第 14 条 前条までに定めるもののほか，補助金の取扱いに関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は，平成 30 年４月１日から施行する。 
 

別表 

補助事業 補助対象経費 補助率 軽微な変更 

生徒の英語力向上に資す

ることを目的として，市

町村（市町村の一部事務

組合を含む。）教育委員会

が，中学生に実用英語技

能検定３級以上の受検料

を助成する事業。ただし，

公立中学校３年生（特別

支援学校中学部３年生を

含む）を対象とし，同一

生徒１回とする。 

補助金 当該経費の

２分の１以

内 

補助事業の目的の達成に支障

をきたさない事業計画の細部

の変更であって，交付決定を

受けた補助金の額の増額を伴

わない場合 

 


